
      

２８年１月１８日第２回 

再生可能エネルギー普及ＰＪＴ会議 
         

     アドバイザー 宮下 朝光さん     
               新美 健一郎さん 

温暖化防止ながれやまＰＪＴ 馬渡 敏隆 

資料提供者 新田 修さん  



 新しい日本のエネルギー政策 

２０１１福島原発事故後の変化 

 
 

 

エネルギー自給率の向上・温室効果ガスの削減 

再生可能エネルギー普及政策 

電力システム改革 

具体化した長期エネルギー需給見通し（エネルギー基本計画） 
原発依存度を可能な限り低減する 

重要なベースロード電源とする位置づけ 

発電の自由化・電力小売り自由化・送配電の自由化 

新しい気候変動対策・パリ協定 





資料提供：立命館大学 教授大島 堅一 





１２月１２日 





ＮＨＫ日曜討論「パリ協定の成果」 
★元環境大臣 明治大学特任教授 川口 順子 

★地球環境産業技術研究機構 研究所長 山地 憲治 

★自然エネルギー財団 常務理事 大野 輝之 

★慶応義塾大学大学院 教授 蟹江 憲史 

★国立環境研究所 室長 江守 正多 

今世紀末までを見通し気候変動に対応していく基盤を作った。実行が大事！ 

結果に対する拘束力はないが、長期的な枠組みができ上手く落ち着いた。 

すべての国が目標に向う長期的視点が盛り込まれた。 

今世紀後半に実質排出量をゼロにする。化石燃料の終焉を意味する。 

国際的に真剣に討議されているのにまだ 温暖化しているのか疑う考えが市民にある。 にある。 

１２月１３日 



家庭部門４０％削減 

運輸部門２８％削減 



２０１５年１２月２２日開催 



地域分散型エネルギーを電力市場に組み入れ 







気候変動長期戦略懇談会（環境大臣） 
 
 

絵姿 





審議会では６０％以上の意見も多い 

２０１５・６・１総合資源エネルギー調査会 







再生可能エネルギーの状況 
 
 



自然エネルギー世界白書２０１５ 



資料 
千葉大学 

教授倉阪秀史 

と食糧によって、その区域におけるエネルギー 

永続地帯の定義 
 

その区域で得られる再生可能エネルギー 

需要と食糧の需要のすべてを賄うことが出来る   

区域です 

エネルギー永続地帯はその区域における 

再生可能エネルギーのみによってその区域 

におけるエネルギー需要のすべてを賄うこと 

ができる区域です 





資料提供 
千葉大学 

教授倉阪秀史 



政策提言 

１、自然エネルギー導入措置の抜本的強化が必要 

２、太陽光発電のみならず全ての自然エネルギーを推進 

３、地方自治体におけるエネルギー政策の立ち上げが必要    

５、地方自治体は自然エネルギー証書などの形で寄与すべき 

東京都は排出権取引の中で自然エネルギー証書を取り入れる 

４、財源としてエネルギー特会の一部を回すべき 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 



資料提供 ＯＢＮ 新田 修 







８７，３％ 



２０１２ 
ＦＩＴ始まる 

２０１４秋 
九電シヨック 

接続可能量ルール 
系統（送電配線）への接続 

★設備認定された容量と導入量のギャップが大きい 

★需要家の賦課金が急増する（２７年１２月４６４円） 

★急増で系統容量が不足（同時同量運用の原則） 

買取制度の問題 



バックアップ電源の比率低下 







太陽光発電の工事条件・保証・その他 

１、流山の日照り時間  

２、屋根の向きや角度 

３、日射量の確保と気温 

４、パネル変換効率とコスト（ｋＷ） 

７、発電コスト（グラフ参照） 

５、パネル寿命と保証 

８、太陽光発電協会提出資料 

６、高齢化と社会性 



太陽光発電 高齢化と社会性 

10年以上使って回収出来るのは 
高齢者に受けにくい・・町の声 

回収後は年金として考える・・活用センター 

損益分岐点を見る 



率 





２０１６電気料金より安くなる（自然エネルギー財団） 



２７・７・２８ 新エネルギー小委員会  太陽光発電協会提出資料 ポストＦＩＴ 





自治体のエネルギー政策 
長野県の自然エネルギー政策  ２０１５・１１・２１シンポジウム 



おひさま進歩エネルギー（株） 



東北復興・２０２０年自然エネルギー１００％プラン 



厚木市メガソーラーの電力を公共施設で活用 

オリﾂクス 



「自然エネルギーをすすめる我孫子の会」設立 

我孫子市 

自然エネルギーを活用したまちづくり 

１、自然エネルギーを活用して二酸化炭素の排出量を抑制し地球温暖化防止に協力します 
 

２、自然エネルギーを広く活用して、子どもたちのために未来環境を保全します 

３、自然エネルギーをみんなで安全に、安心して活用します 

４、自然エネルギーを活用して、一緒にエネルギーの地産地消を推進します 

５、自然エネルギーを活用して子供たちの将来の経済的負担を少しでも軽減します 

６、自然エネルギーを活用する新しい文化を推進します 

２０１５・１１・２９ 



市民参加の自然エネルギーで地域づくり 

第4回ながれやま市民講座 
を楽しみに！ 



電力自由化は再生可能エネルギー導入に影響与えるか 













今後の予定 

３月２１日：第３回ＰＪＴ会合 

「地域に根ざした再生可能エネルギーをどう普及するか」 

～第２回終わり～ 

地域の電力、地域が主導権、地域に分配 

「ながれやま再生可能エネルギー協議会（仮称）」の設立は？ 

調査・研究（事業内容・事業主体・事業開発など） 

目的：地域の活性化 意見交換会 



 



電力とは・・・ 

公共財 家庭に明かりを供給 
地域・産業の血流 

人々が幸福を追求する不可欠なもの 

私有財 

生活者と企業の共生の実現（利益追求でない） 

社会貢献 
幸せの種火を灯す 

地域独占 

地産地消・継続性 

Ｑ17 







Ｑ３ 

資料提供 
千葉大学 

教授倉阪秀史 



Ｑ８ 太陽光発電システムに標準化の動き 

需要者にどのようなメリット？ 







太陽光発電を子供への寄贈と考える 

★子供たちに未来を届けるエコ電力 

★低炭素なまちになり世界一住みたい流山に！ 

★子供たちに美しい自然を守る術を、 
ソーラエネルギーで！ 

★地球は無限でなく有限、未来世代の自然を 
奪ってはならない 

 ★節電意識の変化（自己消費対売電） 







太陽光発電マンション対応どうなる 



 

休耕田をソーラーシｴアリング 



九電シヨック 
２０１４秋 

２０１２ 
ＦＩＴ始まる 

接続可能量ルール 
系統（送電配線）への接続 

★設備認定された容量と導入量のギャップが大きい 

★需要家の賦課金が急増する（２７年１２月４６４円） 

★急増で系統容量が不足（同時同量運用の原則） 


